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が規定されています。 
この規定は、被措置児童等虐待の事例を施設等の中で抱えてしまうことなく、

早期発見・早期対応を図るために設けられたものです。 
ただし、この規定が適用される「通告」については、「虚偽であるもの及び過失

によるもの」が除かれていることに留意が必要です。（児童福祉法第３３条の１２

第４項カッコ書き） 
被措置児童等虐待の事実もないのに虚偽の通告した場合には、そもそも第３３

条の１２第１項に規定する「被措置児童等虐待を受けたと思われる児童」につい

て通告したことにはなりません。通告が「虚偽であるもの」については、不利益

取扱いを受けないとする第３３条の１２第５項は適用する理由がないことになり

ます。 
また、「過失によるもの」とは「一般人であれば虐待があったと考えることには

合理性がない場合の通告」と解されます。虐待があったと考えることに合理性が

ないと認められる場合も、同規定を適用する対象とはなりません。 
 

都道府県においては、施設職員等に対して、虚偽や過失によるものでない限り、

通告を理由とする不利益な取扱いを受けないことを周知し、施設や法人に対して

も啓発に努めることが必要です。 
 
なお、「虚偽であるもの及び過失によるものを除く」との取扱は、通告と守秘義

務との関係を規定した児童福祉法第３３条の１２第４項でも規定されています。

法律で守秘義務を課せられている者が、虚偽の通告や過失による通告を行った場

合は、守秘義務違反を問われうることになります。 
 

２）通告受理機関及び届出受理機関から都道府県（担当部署）への通知 
 
    都道府県の設置する福祉事務所、児童相談所、都道府県児童福祉審議会、市町村

（児童委員を介して通告等がされた場合を含む。）に通告や届出があり、都道府県に

よる事実確認等の必要があると認めるときは、通告や届出の受理機関は速やかに都

道府県（担当部署）に通知する必要があります（児童福祉法第３３条の１４第３項、

第３３条の１５第１項）。 
    このため、通告受理機関及び届出受理機関は、都道府県（担当部署）が適切な対

応を採ることができるよう、必要な情報の的確な把握に努めなければなりません。 
都道府県（担当部署）は、通告受理機関及び届出受理機関からの通知を速やかに

受けることができるよう、通知を受ける体制をあらかじめ整え、夜間・休日も含め

た連絡先を周知しておく必要があります。 
また、被措置児童等からの届出を受理する機関は児童相談所、都道府県（担当部

署）、都道府県児童福祉審議会ですが、仮に、市町村等に相談があった場合には、届

出受理機関ではないからと言って、当該児童からの話を聞かないということではな

く、可能な限り子どもからの聞き取りを行い、通告された場合と同様に速やかに都
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道府県（担当部署）へ連絡する必要があります。 
さらに、虐待されている児童を「被措置児童等」と通告者が認識せずに通告し、

通告受理機関が児童虐待防止法に基づく対応を講じている過程において、当該児童

が被措置児童等であったことが明らかになった場合には、速やかに都道府県（担当

部署）へ連絡し、被措置児童等虐待としての対応を講じることが必要です。 
  

３）通告等を受理した後の都道府県（担当部署）等の対応 
 

都道府県（担当部署）は、通告、届出、通知を受けた場合には、速やかに担当部

署の管理職（又はそれに準ずる者）等に報告します。 
また、①当該県内の児童相談所が担当する被措置児童等に係る通告、届出、通知

であれば、速やかに担当児童相談所へ連絡し、②県外から措置された被措置児童等

に係る通告、届出、通知であれば、措置した都道府県（担当部署）へ連絡します。 
個別の事案の緊急性等を踏まえ、都道府県（担当部署）は、担当チームの編成や

児童相談所との連携・役割分担を行うなど体制を整備し、被措置児童等の状況の把

握や事実確認等を的確に実施できるようにします。 
この際、 
・被措置児童等について生命・身体に危険が及んでいる 
・施設等に入所する他の被措置児童等についても危険がある 
・被措置児童等が精神的に追いつめられている 

など、緊急的な対応が必要な場合には、直ちに一時保護等の必要な措置を講じるこ

とができるよう児童相談所と連携します。 
また、通告、届出、通知からは緊急的な対応の必要性が認められない場合にも、

速やかに事実確認を行うための体制を整え、対応方針を立てます。 
 
４）措置等を行った都道府県と被措置児童等の所在地の都道府県が異なる等の場合 
 
    被措置児童等が入所等している施設等の所在地と当該児童の措置等を行った都道

府県が異なる場合（例：Ａ県の児童相談所からＢ県の施設に措置）や、施設の所在

地と所管する都道府県が異なる場合（例：児童相談所設置市Ｃ市（Ｄ県内）が所管

する施設がＤ県内のＥ市に設置されている）があります。この場合、いずれの都道

府県の受理機関に通告や届出が寄せられるかは予測できません。 
通告や届出への最終的な対応は、被措置児童等が在籍する施設等を所管する都道

府県（担当部署）が行うこととし、措置等を行った都道府県内にある受理機関や施

設が所在するが当該施設を所管していない都道府県内にある受理機関に通告や届出

がなされた場合には、速やかに被措置児童等が在籍する施設等を所管する都道府県

（担当部署）に引き継ぐこととします。被措置児童等が住民票を移していない場合

にも、通告や届出への最終的な対応は、被措置児童等が実際に在籍する施設等を所

管する都道府県が行います。 
    里親についても、里親認定を行った都道府県の所在地と当該児童を委託した都道
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府県が異なる場合は、通告や届出への具体的な対応は、里親認定を行った都道府県

（担当部署）が行います。当該都道府県（担当部署）においては、当該都道府県内

の里親への委託状況等を日頃から十分把握しておく必要があります。 
事実確認や保護等必要な対応を被措置児童等が在籍する施設等を所管する都道府

県（担当部署）が行った後、被措置児童等について措置変更等が必要な場合には、

措置を行った都道府県が、被措置児童等が在籍する施設等を所管する都道府県（担

当部署）と連携を図りながら、対応することとします。 
 

     
６．被措置児童等の状況の把握及び事実確認 
 

   都道府県（担当部署）と児童相談所は協力して、虐待を受けていると思われる被措

置児童等の安全の確認を速やかに行い、事実を的確に把握します。 
   その際、必ず複数の職員による体制を組み、対応することとします（都道府県の施

設監督担当者と児童相談所のケースワーカーがチームを組むなど）。 
   また、通告、届出、通知の内容から被措置児童等に対する医療が必要となる可能性

がある場合には、施設等を訪問した際に的確な判断と迅速な対応が行えるよう、医療

職（嘱託医、保健師等）が立ち会うことも望まれます。 
    

一時保護所における虐待の通告、届出、通知があった場合には、当該一時保護を実

施している児童相談所の職員以外の職員が調査を行うことや事実確認の段階から都道

府県児童福祉審議会委員の協力を得るなど、調査の客観性が担保できる体制となるよ

うに配慮することが必要です。 
   また、同様に県立施設等における虐待についても客観性を担保できるような体制で

調査を実施するよう配慮することが必要です。 
 
   調査に関しては以下の項目を実施します。 

（調査手法の例） 
   ・虐待を受けたと思われる被措置児童等や他の被措置児童等への聞き取り 
   ・施設職員等への聞き取り 
   ・施設等における日誌等の閲覧 
   ・被措置児童等の居室等の生活環境の確認 
   

（把握が必要な情報の例） 
   ・被措置児童等の状況（被害の訴えの内容、外傷の有無、心理状態等） 
   ・当該被措置児童等に対する施設等の対応（医師の診断等を受けている場合には治

療の状況、当該被措置児童等へ謝罪等を行っている場合にはその対応状況） 
   ・被措置児童等の保護者等に対する施設等の対応 

・施設等から関係機関への連絡の状況（被措置児童等の措置等を行った都道府県が

異なる場合には当該都道府県、事案によっては警察） 
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・他の被措置児童等の虐待被害の有無 
・他の被措置児童等への影響 

   なお、聞き取り調査を行う際には、全ての被措置児童等や施設職員等に実施するな

ど、通告者や届出者が特定できないように十分配慮した方法で実施する必要がありま

す。特に、子どもからの聞き取りでは、二次被害（調査に際しての配慮に欠けた対応

によって傷つくこと）が生じないよう、子どもの状況や心情に配慮した対応が必要で

す。また、聞き取りを行う際に、複数の職員が行う場合、質問事項をあらかじめ決め

ておき、職員の間で差異が生じないように工夫することも必要です。 
   場合によっては、被措置児童等虐待を行ったと思われる施設職員が聞き取りを拒否

したり、事実を認めない場合や、被措置児童等虐待を受けたと思われる子どもが、聞

き取りを拒否したりするなどの場合も考えられますが、改めて聞き取りを行う、他の

子どもや職員からできるだけ多くの情報を収集するなどの工夫が必要です。また、被

措置児童等虐待を受けているかどうかの確証が得られていない状況であっても、通告

者や届出者をはじめできるだけ詳細に聞き取りを行い、被措置児童等虐待に該当する

かどうか等の判断材料となるよう情報を整理します。 
 
   被措置児童等や施設等について把握した状況と事実を踏まえ、都道府県（担当部署）

と児童相談所において方針を検討します。 
   なお、事実が隠蔽されたり、被措置児童等に対する影響があるなどの懸念がある場

合には、調査の方法や時期等について慎重な検討が必要となりますが、その場合にお

いても、被措置児童等の安全の確保に十分な配慮が必要です。 
 
 
７．被措置児童等に対する支援 

     
    事実確認等を踏まえ、被措置児童等虐待の事実が明らかになった場合には、都道府

県（担当部署）は児童相談所等と協力し、都道府県児童福祉審議会等の第三者からの

意見も取り入れながら被措置児童等に対し、以下のような支援を必要に応じて行いま

す。 
   ・虐待を受けた被措置児童等の心情等の聴取と事実の説明 
   ・当該被措置児童等や他の被措置児童等の心的外傷の状況の把握と対応 
   ・必要な場合には当該被措置児童等や他の被措置児童等の措置変更や一時保護 
   ・当該被措置児童等や他の被措置児童等に対し、専門機関や医療機関による支援が

必要である場合には支援を受けられるような条件整備 
   ・児童同士の間での加害・被害等の問題がある場合には、加害児童へのケア  等 
  
   特に、緊急に保護が必要であると認められる場合には、虐待を受けた被措置児童等

について直ちに一時保護等の措置を講じるとともに、同じ施設に入所している他の被

措置児童等についても、一時保護等の措置や、加害者として特定された職員を指導か

ら外す等の対応の必要がないかを確認し、子どもの安全を確保します。 
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   施設で被措置児童等虐待の事案が発生した場合には、当該施設に入所する他の被措 
置児童等への影響等があることから、継続した支援を行う体制が必要になることが 
多いと考えられます。 

 
    さらに、都道府県（担当部署）は、被措置児童等（虐待を受けた被措置児童及び必

要な場合は当該施設に入所する他の被措置児童）への対応方針を検討し、児童相談 
所、施設等とよく連携した上で、被措置児童等の保護者に対して対応方針の説明を行 
い、了解を得ます。 
 
 

８．施設等への指導等 
 

   被措置児童等虐待の事実確認等を踏まえ、都道府県（担当部署）は、児童相談所等

と協力し、都道府県児童福祉審議会等の第三者からの意見も取り入れながら、以下の

観点から当該被措置児童等虐待に関する検証を行うこととします。 
  ・当該被措置児童等虐待が起こった要因 
  ・施設等のケア体制や法人の組織運営上の問題 
  ・再発防止のための取組（施設等における関係者への処分、職員への研修、施設や法

人における組織・システムの見直し等） 
    
   これらの検証を踏まえ、施設等や法人に対し、児童福祉法第４６条の規定に基づく

権限を適切に行使しながら、必要な対応を行います。 
    再発防止策については、特に、施設の場合は、引き続き入所する被措置児童等への

影響や施設職員への影響等にも留意しながら、施設全体として、被措置児童等虐待等

の問題が起こりにくい組織・システムとすること等が必要です。 
    組織・システムの見直しを進める場合には、例えば、法人として子どもの権利擁護

に関して詳しい第三者を加えた「検証・改善委員会」を立ち上げる等の対応が求めら

れるところですが、その際には都道府県（担当部署）としても人選などについて協力・

アドバイスしたり（例：弁護士、学識経験者、当該法人以外の施設関係者等）、委員

会の議論をフォローすること（再発防止に向けた施設の再建の過程での運営への助言

や職員のメンタルヘルスへの配慮等についての助言）等が必要です。 
また、都道府県において施設に対する指導・勧告・命令等を行うに当たっては、法

人が、実際に虐待を行った職員等に対する処分のほか、必要な場合には法人の理事や

施設長に対する処分など、組織としてどう対応しているかを踏まえ、行政としての対

応を行う必要があります。 
    都道府県においてこれらの対応を行った後は、速やかに都道府県児童福祉審議会に

報告する必要があります。 
また、これらの対応については、口頭や文書による指導、勧告、命令等を一度限り

行って終わるのではなく、都道府県（担当部署）は、都道府県児童福祉審議会ともよ

く連携を図りながら、当該施設等や法人のケアのあり方、運営のあり方の見直しの進
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